様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021　年　9月　13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃ　くいっく
                            　一般事業主の氏名又は名称 株式会社　ＱＵＩＣＫ
（ふりがな）たかみ　しんぞう
                              （法人の場合）代表者の氏名  　 髙見 信三  印
住所　〒103-8317　東京都中央区日本橋室町2丁目1番1号
法人番号　4010001015075　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＤＸへの取り組み


	公表日
	2021年9月13日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://corporate.quick.co.jp/corporate/dx/


	記載内容抜粋
	絶えず変化する社会、顧客ニーズに対応し、当社の発展を維持するためＤＸを推進する。その効果はＩＣＴの一段の活用による効率化やコスト削減はもとより、 開発力強化とスピードアップ、サービス内容や品質の向上などに及ぶ。新たな価値を創造し、お客さまの課題解決につながる先進のソリューションを迅速に提供することを目指す。こうした取り組みを支える技術やアイデアを継続して生み出すべく、IT人財の育成も積極的に進める。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	ＤＸについては2017年から取り組んでおり、直近の方針は、2020年12月の取締役会にて決定している。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＤＸへの取り組み


	公表日
	2021年9月13日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://corporate.quick.co.jp/corporate/dx/


	記載内容抜粋
	次世代サービス基盤の整備にあたり、「クラウドネイティブ化」を中心とした「5つのテーマ」を設定し、DXを活用して課題解決に取り組む。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	ＤＸについては2017年から取り組んでおり、直近の方針は、2020年12月の取締役会にて決定している。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://corporate.quick.co.jp/corporate/dx/


	記載内容抜粋
	取締役ＣＩＯがプロジェクト全体の責任者となり、5つのテーマごとに部門・組織を横断する体制を整備、推進する。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://corporate.quick.co.jp/corporate/dx/


	記載内容抜粋
	ＤＸ戦略の全社プロジェクト
クラウド化(クラウドネイティブ化)やICTを活用した社内システムに更改する。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＤＸへの取り組み


	公表日
	2021年9月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://corporate.quick.co.jp/corporate/dx/

	記載内容抜粋
	ＤＸ戦略の達成度はプロジェクトの進捗確認を踏まえ、クラウド環境へ移管したシステム数、新たに創造したナレッジの数、デジタルエコシステムでつながる事業者数、ペーパーレス化した社内プロセス数の4項目を指標として採用している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年9月13日


	発信方法
	https://corporate.quick.co.jp/corporate/dx/


	発信内容
	弊社取締役ＣＩＯ山野容揮(ＤＸ推進にあたって、経営者、もしくは経営者と同等の権限・責任を有する実務執行総括責任者）が自社の企業ＷｅｂサイトでＤＸへの取り組みを発信しており、その中で2017年に立ち上げたＤＸプロジェクトが第2ステージに移っていることや、現在は、クラウドネイティブ化、社内システムのスリム化、人材育成を含む開発力強化など5つの課題に取り組んでいること、ＤＸ戦略の推進を通じて新たな価値の創造を目指していることなどを伝えている。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年7月


	実施内容
	ＤＸ推進指標による自己分析を実施。自己診断フォーマットにて提出する。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	実施時期：常時（定期脆弱性診断は月1回）


	実施内容
	公開サイトについては定期的なWeb脆弱性診断と改竄検知を行っている。サービス面については、認証基盤においてアクセス制御、DDOS対策、IDSによる監視およびセキュリティ対策を講じている。


[bookmark: _GoBack]
（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

